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2. 変更前後とエビデンスとの紐づけについて 
2.1 仕様表の変更前後の記載の考え方 
【変更前、変更後の記載内容について】 
 仕様表の変更前の記載については、新規制基準前の既認可申請書情報（変更申請踏まえた申請書）

を記載している。 
 既認可申請書に記載のない項目（原動機仕様 等）については、既設計図書情報を参照して記載

している。 
 変更後の記載については、新規の設計図書情報を記載している。なお、変更後の記載のうち、追

加安全対策で追加するインターロック等については、抜けなく設計されていることを確認するた
め事業変更許可申請書の記載との確認も実施している。 

 
【変更前の記載の適正化について】 
 記載の適正化として既認可の記載を変更している項目のうち、既認可記載の「設計圧力」、「設計

温度」については、発電炉の記載に参考に「最高使用圧力」、「最高使用温度」とした。この場合
において、既認可の設計圧力、設計温度は最高使用圧力、最高使用温度を見込んだ設計値である
が既認可の値を最高使用圧力、最高使用温度として記載している。ただし、既認可において定量
的な数値として記載していないものについては、以下の考えにより数値化して記載した。 
・既認可における「設計圧力：大気圧以下」は、最大使用圧力を大気圧としている（内圧に対す
る考慮は不要であることから外圧に対する強度設計を実施。）。大気圧の値については、
1013hPa ではなく、本施設の天候条件等による気圧変動を考慮し、事業変更許可申請書に示
す値である 960hPa（八戸気象観測所の観測記録の最低気圧より設定）を最高使用圧力として
記載した。 

・既認可における「設計温度：常温」については、加熱機能を持たない機器の最高使用温度（室
内温度）として記載しており、この場合における設計温度である 40℃を最高使用温度として
記載した。 

 
【変更前後の記載内容とエビデンスの紐づけについて（代表例）】 
 エビデンスとの紐づけについて、以下を代表例として添付資料－１に示す。また、既認可設工認、

設計図書等のエビデンスの例を別紙－１に示す。 
 設備更新により仕様情報に変更がある UF6処理設備の「2A カスケード排気系ブースタポン

プ（CS系）」 
 追加安全対策により追加でインターロックを新設する「2号発生槽」 
 配管改造により仕様情報に変更がある「UF6処理設備の配管（原料発生・供給系）」 
 新たに仕様表とした圧力、温度等を監視する装置である計器のうち、「2 号発生槽の計測制御

系の温水ユニット温度を計測する計器」 
 
2.2 主要設備リストの変更前後の記載の考え方 
【変更前、変更後の記載内容について】 
 主要設備リストは当該申請回次における仕様表記載機器の「耐震重要度分類」、「機器の種類」の

変更前後を示すために発電炉を参考に作成したものであり、「名称」欄の変更前後の記載は仕様表
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の記載と同じである。 
 「耐震重要度分類」の変更前の記載については、仕様表の変更前の記載方法と同様に新規制基準

前の最新の既認可申請書情報を記載している。 
 既認可で仕様表対象ではなかった圧力、温度等を監視する装置である計器については、既認可に

て耐震重要度分類を示していないが、当該機器の重要度から第 3 類として記載した。 
 変更後の記載については、事業変更許可申請書 添付書類五の耐震重要度分類を記載した。 

 
【仕様表の変更前後の記載内容とエビデンスの紐づけについて（代表例）】 
 エビデンスとの紐づけの代表例を添付資料－２に示す。また、既認可設工認等のエビデンスの例

を別紙－2 に示す。 
 



添付資料－1 

仕様表の変更前後の記載に関するエビデンスとの紐づけ（代表例） 
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添付資料－2 

主要設備リストの変更前後の記載に関するエビデンスとの紐づけ（代表例） 
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別紙－２ 

主要設備リストの変更前後の記載エビデンス（例） 
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